
【基調講演】

日本とアメリカのローカルフードをめぐる展開と今後の方向性

佐 藤 亮 子

基調講演者の紹介

○岩佐和幸 それでは、早速、基調講演のほうに入らせていただきます。愛媛大学法文

学部／地域創成研究センター准教授の佐藤亮子先生です。

佐藤先生は、『地域の味がまちをつくる－米国ファーマーズマーケットの挑戦－』（岩

波書店、2006年）をはじめ、ローカルフード研究の日本における第一人者です。ご存じ

のとおり、アメリカでは、アグリビジネスと大規模農業を基盤に世界最大の農業大国を

形成していますが、その一方で地域レベルに注目しますと、中小農家や消費者のイニシ

アティブによって、実に多様な動きが活発に展開されています。特に、大規模化・工業

化が支配的となる1960年代後半頃より、アグリビジネス資本とスーパーマーケット・

チェーンが席巻する構造に対して、中小生産者と消費者の不満が高まっていくようにな

り、それに対抗する形で各地で登場するようになったのが、農家が消費者に対して自分

の作った農産物を直接販売するファーマーズマーケットでした。佐藤先生は、現地での

広範な調査をベースにアメリカ国内のファーマーズマーケットの実像把握とコミュニ

ティ再生におけるファーマーズマーケットの意義を明らかにしてこられました。

また、先生は、単なる調査研究だけではなく、自らの調査研究成果を土台にしながら、

日本での地域づくりの実践にも精力的に取り組んでこられました。佐藤先生は、千葉大

学大学院でまちづくりを学ばれましたが、元千葉大学教授でまちづくりプランナーの延

藤安弘先生、それから都市計画プランナーで世田谷区のまちづくりで実績がある林泰義

先生とも親交が深く、「市」「マーケット」「マルシェ」をテーマにした地域づくりの実践

活動に取り組んでこられました。現在、日本とアメリカの地域づくりリーダー交流事業

の「地域人材の日米交流プロジェクト」に関わっておられますが、そういった形で地域

づくりの国際比較と交流活動に積極的に関与しておられます。

あわせて、後ほど紹介いただけると思いますが、ご所属の愛媛大学では、ゼミナール

の学生さんを国内外のフィールドに連れ出しまして、身体知ともいえる実践的活動を展
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開されています。昨年度は、松山市内で、JAえひめ中央と協力しながら、学生主体によ

る「あいたいようファーマーズマーケット」の開催を実現させました。ちなみに、サー

ビスラーニングに関する教育実践については、『地域と連携する大学教育の挑戦』（ぺり

かん社、2016年）という共著を出されまして、こちらも興味深い内容をうかがうことが

できます。

さて、今日のテーマは、「日本とアメリカのローカルフードをめぐる展開と今後の方向

性」です。日本とアメリカのファーマーズマーケットや地産地消の最先端について、興

味深いお話がうかがえるのではないかと大変期待しております。

それでは、佐藤先生、よろしくお願いいたします。

はじめに
皆さん、こんにちは。愛媛大学の佐藤と申します。過分なご紹介をいただきまして、

大変恐縮です。ご紹介にありましたように、私は今、愛媛大学で教えています。愛媛県

松山市に住んでいますが、高知にも大変お世話になっております。

私は、愛媛有機農産生活協同組合の会員ですが、そこでは高知の食材を多く扱ってお

り、私も時々買わせていただいています。また、私が松山市内で一番買い物に行くスー

パーマーケットはサニーマートですので、かなり高知びいきといいますか、高知に助け

ていただきながら生活しております。

実は、大学に就職して愛媛に移住するまでは、愛媛とは縁もゆかりもありませんでし

た。愛媛大学で教員公募があるというので、いろいろなご縁があって応募させていただ

き、教員になりました。その前は、長い間東京に住んでおりました。

東京では、若い頃に自然食通信社という出版社で働いていました。自然食通信社は、

『自然食通信』というとても真面目な雑誌を出しておりました。内容はもちろんですが、

「広告は取らない」主義で、大手企業が広告を出させてくださいと言ってきても、すべて

断る。しかしその分、経営は非常に厳しく、結局、雑誌はなくなってしまったのですが、

この雑誌の編集部で私はまさに、有機農業や提携運動というものに触れるようになりま

した。今年が40周年という「土といのち」の方々からも、ニュースレター等をきっと送っ

ていただき、目にしていたのではないかと思います。

東京で働く前は、山形におりました。山形で生まれて、山形で育って、高校、大学と

山形で、その後、東京に出てきて就職しました。山形では、自給自足的な生活でした。

近年は「自給自足の生活にあこがれる」とおっしゃる方も増えてきていますが、私の生

まれ育った村の場合は自給自足をしないと、産業がまったくないので食べていけなかっ
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た。ですので、なんでも自分たちでつくって食べる生活を、必要に迫られてやっていま

した。山形は、冬は雪に閉ざされますので、冬ごもりをするために、春には山菜を採り、

秋にはキノコを採るなど、いろんな食料を春から貯えて暮らさざるを得ない。コメや野

菜のほか、養蚕、ホップ、牛飼い、タバコなど、いろいろやっていました。子どものこ

ろは、納豆も自分の家でつくっていましたし、燃料は山からとった薪や祖父が焼いた炭。

まさに“百姓”の娘でございます。それがどういうご縁か、こうして四国でお話させてい

ただくという機会を得て、今申し上げたような経過も含めて、大変光栄に思っておりま

す。

ご紹介いただきましたように、私は、日本とアメリカの食をめぐるテーマや「参加型

のまちづくり」に関心を持って研究・調査しています。今日は、その中から少しご紹介

させていただけたらと思います。

アメリカにも “ひろめ市場” ？
最初に、「アメリカでひろめ市場が拡大中！」というスライドをご紹介します。高知の

方は、「うちのお隣はアメリカだから」みたいな言い方をよくされますが、まさにその通

りです。今年の８月に、学生を連れてアメリカ・オレゴン州のポートランドに行ってき

ました。その時、「ご飯を食べに行こう」と、パイン・ストリート・マーケット（Pine

Street Market）という場所に行きました。古い建物をリノベーションして使うといっ

たことが近年とても流行っていますが、ポートランドもそういったことがすごく盛んで、

パイン・ストリート・マーケットも元倉庫だったところをリノベーションし、食事がで

きるようなおしゃれなスポットになりました。2016年にできたばかりですが、とても

ホットなところで、みんな楽しくご飯を食べていると聞いたので、「じゃあ、行ってみま

しょう」ということになりました。

こんな感じでした（写真１）。これを見

たとき、学生が「ひろめ市場だ」と言った

んですね。まさに、フロアの周囲に飲食店

が何店舗も入っていて、真ん中でみんなが

テーブルを囲んでいます。一つのテーブル

を囲んでいるのは一つのグループではなく

て、いろんな人が混じっています。そうい

う風景を見て、「まさにこれはひろめ市場

だね」と話しながら、自分たちもここで食
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事をしました。ところが、「ポートランド

にはひろめ市場がある」と思っていました

ら、つい先日、ニューヨークに行ってきた

のですが、実は、ニューヨークにも“ひろめ

市場”があったのです（写真２）。今、アメ

リカは、こういう「フードホール」がすご

く増えています。アメリカでよくあるフー

ドコートのように、ファストフードの店が

並んでいるのではなくて、どちらかという

とちょっとこだわりのあるお店が周りに配

置されていて、その真ん中にいろんな人たちが長テーブルを囲んで、おしゃべりしなが

ら飲んだり食べたりする、そういう場所がとても増えているようです。

いろんなところで見たり聞いたりすると、アメリカは今、「フードコンシャス」（食に

対する意識）が高まっていることを強く感じます。その一つが、フードホールです。こ

れは、ローカルフードを研究している人たちからすると、ちょっと「ん？」と思うよう

なところもあるかもしれませんが、いずれにしても、特にポートランドやニューヨーク

で暮らしている“意識が少し高い人たち”にとっては、「食」が自分たちの生活や意識の中

でとても大事なパートを占めるようになってきているようです。

アメリカにおけるローカルフードの展開
先ほど岩佐先生から現在の食の状況について詳しくご説明がありましたが、これから

お話させていただくことも、その延長にあると思って聞いていただけたらと思います。

1900年代の初頭、1910年代・20年代頃の日本とアメリカの状況とを比較すると、まっ

たく同じデータは取れませんが、当時の日本の人口は大体5,600万人ぐらい、農家総数は

550万戸程度であるのに対して、アメリカでは人口の40％近くが農場に住んでいたとい

われています。半分近い人たちが、農業に何らかの形で携わる、あるいはその周囲に住

んでいたということだと思います。その後、社会的には先ほどのご説明のような状況が

やってくるわけです。

日本とアメリカをとてもシンプルに比較してみますと、日本では、1970年代に公害問

題等々が出てきて、有機農業や産消提携運動が始まり、高知では77年に「土と生命を守

る会」ができました。1980年代になると、農家が自分たちで庭先販売を行ったり、直売

所をつくる動きが出てきました。1985年には高知ではこうち生協が設立され、90年代に
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は地産地消が日本の中で広がっていきます。

一方、アメリカでは、1970年代以降、早いところは1960年代から、ファーマーズマー

ケットが誕生するようになります。消費者のあいだに、工業化した農業あるいは流通が

発達しすぎたことによって「自分たちが変なものを食べさせられている」という意識が

起こり、ファーマーズマーケットをつくる動きが各地で見られるようになったのです。

その後、日本の産消提携運動から学んだともいわれている、CSA（地域支援型農業）の

活動が、1980年代半ばぐらいから見受けられるようになり、90年代になるとローカルフー

ドムーブメント（ローカルフード運動）が広がっていきます。

ちょうどこの1990年代に、日本では「地産地消」、アメリカでは「ローカルフード運動」

が、一般の人たちにも広がっていくような同期性を持っていると、私は捉えています。

2000年代になると、日本でもファーマーズマーケットが広がります。高知では2008年

にオーガニックマーケットができましたし、翌2009年には日本政府が「マルシェ・ジャ

ポン」事業を始めたりするようになります。一方、アメリカでは、ローカルフード・マー

ケット（流通）が多様化していく時期に入ってきます。

このようにちょっと中身が入れ替わったり前後したりしますが、日本もアメリカも、

「食」を取り巻く動きは、大体10年単位ぐらいで似たような動きをしてきました。そして、

1990年代に、地産地消・ローカルフード運動が、一般の人たちにも広がる時期を迎えて

きたという流れがある。

それでは、アメリカのローカルフード運動では、日本で言う「地産地消」をどのよう

に表現しているのかというと、「イート・ローカル」。これが、大きなキャッチフレーズ

です。「地域のものを食べよう」。まさにそのままですが、アメリカ人は、掛け声みたい

なのが結構好きで、そのほかにもいろんな表現をしています。Farm to Table（農場から

食卓へ）。Seed to Plate（種からお皿へ）。Farm to Fork（農場と食卓のフォークをつな

ぐ）。他にも、Know Your Farm, Know Your Food（農場を知り、食べ物を知ろう。自分

が食べているものを知りましょう）。No Farm, No Food（農場なくして食べ物なし）な

ど。このようないろんなキャッチフレーズをつくって、「イート・ローカル」を推進して

います。これは、誰がつくったかというよりは、いろんな人たちがいろんな言い方をし

ているにすぎないのですが、ただ、「自分はこういう主義を持っています」と、こういう

標語をステッカーにして車に貼ったりもするあたりが、自分の主張をはっきり示すアメ

リカ的なところかなと思います。

先ほどのスライドで、Know Your Farm, Know Your Foodというのがありました。い

まアメリカ人は、「自分が食べているものがどこから来ているのか」「誰がつくっている
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のか」に、とても気をつかうようになっています。その証拠に、次のような調査結果が

あります。

例えば、５人に１人が、生鮮食品を生産者・農家から時々あるいは常に購入している。

20％の人は生産者から直接購入するといったデータです。あるいは、消費者の半数が

ファーマーズマーケットやCSA（地域支援型農業）から購入しているというデータもあ

ります。ファーマーズマーケットは、農家が自家産の農産物を持ち寄って自分で消費者

に販売する場所です。またCSAとは、日本の「産消提携」と同じで、生産者のグループ

と消費者のグループが直接つながって、「あなたたちのものをつくりましょう」「私たち

のものをつくってください」という契約・約束をして、食品のやり取りをするというも

のです。CSAで特徴的なのは、農家が最初に必要な資材が購入できるよう、その年の種

まきの時期に消費者が生産者に代金を先払いします。アメリカでは、このようなところ

を通して農産物を農家から直接購入をしている人が多くいるということです。

データの取り方はそれぞれ異なるのでどの調査（数字）が最も適正というのは難しい

ですが、いずれにしてもこのようなデータがあるぐらい、アメリカの人はいま、「自分が

食べているものは何か」に、とても意識が向いています。ちなみに、このデータは、ア

メリカの農務省（日本の農水省に当たる省庁）が2010年に発表した『ローカルフードシ

ステム』という報告書から引用しています。このレポートは、農政調査委員会が「のび

ゆく農業」シリーズの中で翻訳・発行していますので、そこから数字を使わせていただ

いています。

ローカルフードシステムの広がり
このようにアメリカでは自分の食べ物に対する意識（コンシャス）が高まっています

が、ではローカルフードはどのように消費者の元へ届けられるシステムになっているの

でしょうか。大きく２つに分類されています。

まず、農家と消費者が直接取引するというものです。その中の１つが、ファーマーズ

マーケットです。特定の場所で、農家が自分で作ったものを自分で売る。それを消費者

が買いにやってくる。もう１つが、先ほどご紹介したCSAです。さらに、「ファームス

タンド」というのもあります。これは、農家が自分の農園の近くに構える売店です。こ

こでは、近隣の農家のものを集めたり、加工品などは業者から仕入れたりして、自分の

農場の生産物プラスαのものを売っています。日本の直売所に近い感じですが、規模は

小さくて、個人の農家の納屋のような建物を店舗にしていることが多いです。他に、

Pick Your Ownというものもあります。これは、消費者の人たちが農園に行って収穫体
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験をしつつ、収穫したものを買って帰るというような直接取引のスタイルです。

第２に、農家が卸売業的に販売するという形態です。レストランや小売店、病院、学

校、行政機関、NPOに、農家が自分で卸売りする。

このように、大きく２つに分かれていますが、どちらかというと最初の販売方法のほ

うが、ローカルフードシステムの典型として扱われているように思います。

私が長年研究していることもあり、「ローカルフード」といえば、まずはファーマーズ

マーケットが思い浮かびます。おそらく日本だと、地産地消といえば直売所といったイ

メージだと思いますが、アメリカだと、ローカルフード＝ファーマーズマーケットとい

うイメージがあります。

これらは、今年の夏に行ったオレゴン州ポートランドのファーマーズマーケットの写

真です。ポートランドのファーマーズマーケットには、２つのタイプがあります。写真

３と写真４は、とても賑やかですが、これは「ダウンタウン型」といって、中心市街地

にあるような、観光客も含め遠方から、また休日のレジャーとして、いろんな人たちが

来るファーマーズマーケットです。まちなかのレストランのシェフなども、ここに買い

出しに来るような場所になっています。

一方、写真５と写真６は、「ネイバーフッド型」、住宅地区や地域コミュニティの拠点

のような場所で行われるファーマーズマーケットです。こちらはとてもゆったりしてい

て、商売として成り立つのかなとちょっと不安に思うぐらい、のんびりした雰囲気です。

近隣の人たちが集まって、井戸端会議をしたりするような機会にもなっています。

このように大きく２つのタイプがあります。どちらも同じ団体が運営しているのです

が、おそらくあまり儲からなさそうなネイバーフッド型のマーケットを、ダウンタウン

型の儲けでカバーしているといった経営状態のように思います。だいぶ客層が違ってい
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るのと、どういうところでやるのかによって、運営側も「そこで何をアピールしたらい

いか」や「どういう企画をしたらいいか」を熟考し、いろんな戦略を持って運営してい

ます。例えばアメリカのファーマーズマーケットでは、シェフに協力してもらい、マー

ケットで調達した食材で、マーケット会場内で料理するイベントをよくやっていますが、

その場合も、開催場所によってやり方を変えるなど工夫し、お客さんに合わせたマーケッ

トを展開しています。

先ほど、レストランや小売店に農家が直接販売する卸売業的なスタイルもあるとご紹

介しましたが、地元の食材にこだわる店（この場合はレストランですが）も、かなり増

えています。たとえば Packaged Facts と Chefs Collaborative という２つの団体のデー

タがあります。前者Packaged Facts の調査では、高級レストランの87％、ファミリーレ

ストランやカジュアルレストラン、つまり私たちが普段使うような飲食店でも75％が、

ローカル産のものを使用しています。後者 Chefs Collaborative というシェフの団体の

調査では、食材買付の半分以上が地元産という店が34％、75％以上が地元産というのが

16％に上ります。その購入方法を見ると、農家から直接買付けている場合もあるし、

ファーマーズマーケットで購入しているという場合も７～８割と、結構な割合に達して

います。

ダウンタウン型のファーマーズマーケットには、シェフの人たちが本当にたくさん来

ています。しかし、ファーマーズマーケットで買い物すると、１店舗ごとの会計になり

ますから、そのたびに領収書をもらわなくてはいけない。シェフの人たちからすると、

食材購入の場所としては非常にやりにくい。そこでこのマーケットでは、本部テントで

ファーマーズマーケット内だけで使えるトークンを販売し、その使用額を一括して領収

書を切る仕組みをつくってシェフたちに便宜を図るといったことも行っています。
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このような形で、地元食材で経営しているレストランも、かなり増えています。これ

は2007年データですが、その後もおそらくこの数字は上がりこそすれ、下がってはいな

いのではないかと思います。

もう１つ、地元食材の利用が増えているのが、学校です。これについてもキャッチフ

レーズというか呼び名があり、Farm to School（農場から学校へ）という名称で、全米で

取り組まれています。生鮮農産物を地元農家から購入して学校給食で出したり、校内菜

園のように学校の敷地の一部を菜園にしたり、あるいは近くの農場に訪問して、子ども

たちの授業にするなど、要するに子どもたちに新鮮な野菜や果物に触れさせたり、農場

や学校の菜園でその成長を見るということが、教育の一環になっているのです。また、

「新鮮な野菜や果物を食べる習慣を、小さいときから身につけさせよう。そうしないと

本当に今のような、ジャンクフードを食べて肥満になり、国の財政が圧迫される状況は

変わっていかない」という危機感もあり、そのような活動が、活発になっています。

農務省のFarm to School Census というデータから取ってみますと、2009年にはFarm

to School 活動が2,065学区8,943校であったのが、６年後の2015年には倍以上の学区、学

校数で３倍以上から４倍近くに増えているというデータもあります。このように、学校

でも、ローカルの動きをかなり強めてきています。ファーマーズマーケットの伸びは近

年ちょっと落ちているのですが、この Farm to School は毎年上がっている状況です。

ローカルフード・ハブの登場
学校でもレストランでも、直接農家から、ファーマーズマーケットで、CSAを通して

などの購入方法で、ローカルなものが普及してきています。「でも、もっと必要なところ

あるんじゃないの？」ということになってきた。規模の大きい飲食店や小売店、病院、

介護施設、刑務所など、もっといろんなところでいろんな人たちが、所得や人種、居住

地等にかかわらず、「格差なくローカルフードにアクセスできるような社会にしていか

なくちゃ駄目じゃないか」というような動きが、2000年以降高まってきます。

そこで台頭してきたのが、「ローカルフード・ハブ」です。

「フード・ハブ」はもともと、食品をいろんなところから１カ所（ハブ）に集め、そ

れを仕分けしてユーザーのもとへ配送する仕組みですが、「ローカルフードに特化した

ハブをつくろう」という動きが、今世紀に入ってかなり出てきている。

つまり、ローカルあるいはリージョナル（ローカルよりももう少し広く、例えば、複

数の市にもわたっているとか、州境であれば隣州の一部も含んでいるなど）のエリアの

生産者によるもので、調達源が明らかな食品がローカル（リージョナル）フードで、そ
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の集荷・配送・マーケティングを行い、多様な卸売業者、小売店、飲食店、さらに先ほ

ど挙げた学校、病院、介護施設、刑務所などの施設でも、地域の食材を使えるようにす

る事業、あるいはそれを行う組織のことを、「ローカルフード・ハブ」と農務省では定義

付けし、推進しています。

農務省のウェブサイトには、「ローカルフード・ハブ」というページがあります。そこ

に載っているデータによると、いま、200件ぐらいのローカルフード・ハブができていま

す。そして、「自分の近くのローカルフード・ハブがどこにあるのか知りたい」人には、

郵便番号を入れることで検索できるようなページもあります。特に2000年以降に設置が

増加している根拠としては、2012年に農務省がローカルフード・ハブに対して行った調

査で、「設置してから10年経ってない」という項目に対し、７割以上が「そうである」と

答えているからです。2012年時点で10年未満のものが７割以上ということは、おそらく

2000年以降にその動きが活発化していると考えられます。運営組織の形態はどうかとい

うと、民間（個人事業主含む）が40％、NPOが32％、協同組合が21％、その他という構

成です。このようにいろんな団体がローカルフード・ハブというものに取り組むように

なってきています。

その背景には何があるのか。１つは、ファーマーズマーケットやCSAは、個人対個人、

パーソナル対パーソナルの付き合い方ですね。やり取りできる品物の量も限られていま

すし、どちらかというと農家は小規模農家で、消費者は比較的余裕がある人たちです。

休みごとに買いに行ける、あるいはCSAのようなちょっと手間がかかるような仕組みに

割く時間がある人たち。その両者のどちらからもはずれる人たち、小規模じゃないけど

大規模でもない中間層の農家もローカルフードをつくっていて、その販売先を求めてい

るけれども、自分たちにフィットする販売先を自分で探すのが難しいという状況が背景

にあります。一方、「うちの店でも使いたいけれど、なかなかファーマーズマーケットに

行って購入するようにはならないな」とか、規模が大きくてファーマーズマーケットで

仕入れるのが難しいところ。あるいは学校給食や刑務所のようにまとまった量が必要な

ところと、前述のような生産者、需要と供給を結びつけて、お互いWin-Winの結果を出

していこうというのが、ローカルフード・ハブの一番の背景であり目的であると思われ

ます。

具体的な仕組みを見てみましょう。これは、ニューヨーク市のNPO法人である

「GrowNYC」がやっているローカルフード・ハブ「Greenmarket Co.」の説明から取っ

てきたものです（図１）。「畑で収穫してすぐ箱に詰めたものを集めます」とあります。

「ニュージャージー、ニューヨーク、ペンシルベニアから集めたものを集荷してきて、そ
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れを仕分けしていろんなところに配達します」。配達先は、小売店、レストラン、施設、

それからNPO法人の活動に向けて、このような形で流れるイメージです。

ただ、このGreenmarket Co.は、こういう一般のところに流すだけじゃなくて、自分

の団体（GrowNYC）でやっている他の事業にも卸しています。「フレッシュ・フード・

ボックス」というCSAのようなものや、「ユース・マーケット」といって、ファーマーズ

マーケットを自力で成り立たせるのが難しいような地域、例えば、移民の人たちがたく

さんいて、コミュニティがなかなかうまく運営できないとか、所得が低い人たちが寄り

添って暮らしているような地域に、このNPOがファーマーズマーケットを立ち上げ、地

域の若者たちを雇って営業しています。ファーマーズマーケットといっても、農家の人

はそこにはおらず、フード・ハブから卸した農産物を販売するのです。また、特定の店

と契約して、「ヘルシー・リテイル」と呼び、Greenmarket Co.がそこに卸すといったこ

ともしています。一般的なフード・ハブの内容プラス自分たちの事業の延長でも使って

いるというのが、ここの特徴です。

実は、GrowNYCは、高知のNPO「土といのち」と同い年です。ちょうど40年前に、

「グリーンマーケット」というファーマーズマーケットを立ち上げ、運営してきたのです

が、2012年にこのローカルフード・ハブ事業が追加された。１つのNPO自体の活動も、

その時代時代に適応・対応し、変化してきているというわけです。この団体の場合は、
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ファーマーズマーケットもやっているし、CSAもやっているし、環境教育プログラムも

やっているし、ゴミの再利用もやり、フード・ハブもやっているというような、かなり

複合的な運営スタイルです。

ローカルフード・ハブについては、実は多様すぎてまだ私も追いつけていないのが現

実です。おそらく、アメリカの農務省自身も「これがローカルフード・ハブだ」という

のを、決めかねているというか、決められない状況ではないかと思います。

先ほどのご紹介にもありましたように、先月末（2017年10月下旬）から、アメリカの

田舎と日本の田舎の人材が交流する事業に参加し、人口減少で困っているような地方都

市（地域）を訪問したのですが、そこでもやっぱりローカルフード・ハブの活動が行わ

れていました。でも、やり方は当然ながら異なっています。

たとえばある地域のローカルフード・ハブは、契約している農家は100軒程度、プラス

自分たちでも農園を持っていて、そこで働く若者たちを育て、販路もそのNPOが開拓し

ています。「作ったものの販売先はあるから、みんな一緒にやりましょうよ」と地域内の

仲間を増やし、地域再生につなげようというような、かなり手をかけたローカルフード・

ハブのやり方をしていました。そこはどのような場所かというと、元炭鉱地帯で一時は

産業的にものすごく栄えた場所でしたが、エネルギー革命で石炭の需要がなくなってい

き、どんどん町が廃れていきました。職を求めて、若者は外に流出していきます。そう

いう状況の中で、地域づくりをどうやっていこうかという時に、こうしたローカルフー

ド・ハブのようなアイデアを使っているわけです。逆に単に配達のみを行っているよう

なローカルフード・ハブもあります。ですので、ローカルフード・ハブといっても、そ

の場所ごとに運営の内容はだいぶ違います。

しかしいずれにしろ、みんなにローカルなもの、地域の食材が行き届くような仕組み

が必要だという認識は一致していると思います。

ローカルフードからリローカライゼーション／リエンベッディングへ
ではそもそも、「ローカルフードって何なの？」か。日本もおそらく「地産地消のエリ

アってどこ？」という質問に対する答えはまちまちというか、定義が曖昧だと思うので

すが、アメリカの場合も「ローカルフード」の明確な定義はされていません。ただ、地

理的近接性という考え方はあると思われます。例えば、日本の感覚とは全然違うので、

「それって本当にローカルなの？」と言われるかもしれませんが、100マイル（160km）以

内のものを食べるのがローカルフードであるとか、400マイルつまり640kmぐらい（こう

なると、もうみなさん笑ってしまうと思いますが）の範囲のものもローカルフードだと
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か。日本だと「本州がすっぽり入っちゃう」みたいな広さですが、地理的にそれぐらい

のエリアのもの、少なくとも州エリアぐらいの範囲が、ローカルフードという感覚です。

こうした地理的な近接性を定義とする考え方はもちろんありますが、それにプラスし

て、消費者の人たちがローカルフードをどのように認識・意識しているかという調査が

あります。それが次の４つのポイントで、前述の農務省が出した報告の中に書かれてい

ます。

１つは、「持続可能な生産と配分」が実践されていることです。合成化学物質を使って

いない。エネルギーもなるべく省エネ化したり、自然エネルギーを使っているなどです。

また、人権や動物の権利に対してしっかり配慮がされているか。労働者が不当に低賃金

で搾取されていないか、動物に優しい飼育がなされているか、幸せな家畜として飼われ

ているかというようなことが、１つポイントです。

２つ目は、食品の背後にある物語が重視されます。食品の起源・由来などがしっかり

しているか、生産者の個性がどんなものか、どんな倫理観を持っている人がつくってい

るか、あるいは、農場はどんな環境にあるかなどです。さらに、その食品そのものがど

んな背景を持っているか。例えば、元々その地域に根付いてきた固定種であるなど、そ

のようなストーリー性があるということが重要です。

３つ目は、１番目と２番目であげたような情報がきちんと包装のラベルに記載されて

いるか。あるいは売買のプロセスやコミュニケーションによって、きちんと消費者に伝

わっているかどうか。

最後に、社会的・経済的関係を通じて「特定の場所に根付いている」ことです。社会

的な結びつき、交流、信頼が大事にされているかということです。

以上のようなことをアメリカの消費者は気にしながら、ローカルフードを捉えている

のではないかと、アメリカ農務省では考えているようです。日本でいう「地産地消」は、

地理的なエリアが明確ではないし、地産地消に何を含んでいるかといったところも、き

ちんと議論されていないように思います。公正性や社会性のようなことがとても重要だ

と思っているというのは、人種や貧困による格差、農業の工業化が進行しているアメリ

カらしいところかもしれません。

最近、ちょっと気になってきたのが、「ローカル認証」です。有機認証機関は、アメリ

カはいくつもあります。日本だったら「有機JAS」が中心ですが、アメリカも「USDA

オーガニック」という農務省がやっている認証の他、いろんな団体がさまざまな認定を

しています。それに加えて、これは公式な認証団体ではないですが、“ローカル認証” と

いうことを言い始めているところもあります。
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今日ご紹介するのは、Our Tableという協同組合が行っているローカル認証です。こ

の団体は自分たちで「私たちの農産物はローカル認証によってつくっています」と表明

しています。どんな内容か口頭でご紹介しますと、１つは、自分たちの農場、もしくは

近隣の農家でつくったものを基本に、ポートランド市や、最低でもオレゴン州内で生産

されたものに限っている。例外として、オレゴンで作れないもの、例えばコーヒー豆な

んかは採れないわけですが、そういうものについては、とにかくダイレクトな関係で生

産者と結びついて、そのプロセスについても透明性を追求したものにするということに

なっています。

２つ目が、国のオーガニックの基準を満たしている、あるいはそれ以上のものである

こと。３つ目が、「繁栄した公正な地域経済をつくること」。Local Food Economyと言っ

ていますが、それを構築するものであることです。

このような３つの基準、つまり、「距離的なものと、生産のプロセスに関するものと、

地域経済の繁栄と、この３つをクリアしたものを、私たちはローカル認証として捉えて、

そういうものを扱っていきます」ということを宣言している。ローカル認証という言葉

は、私もこの団体で初めて耳にしたのですが、今後、アメリカの中ではもしかしたら広

がっていきそうな概念ではないかと思っています。

では、今の私たちの食は、どうなのでしょうか。日本で今、私たちが囲まれている環

境を振り返って、思いつくままに書いてみました。

直売所は本当にいたるところにあって、地域の農産物へのアクセスはかなり容易にな

りました。特に愛媛は「直売所王国」で、とてもたくさんあります。が、すでに飽和状

態といいますか、成長できなくなっている直売所がかなり出てきているようです。JA

も松山市内だけで30件ぐらい直販所を持っていますが、その半数近くは売上が伸びなく

なってきている。愛媛に限らず、それくらい直売所がいたるところにある環境です。

また生協は、以前は消費者側が班を作って配達されたものを分配する作業を引き受け

ていましたが、最近は個配が主流で、ドアの前まで注文したものを運んでくれます。スー

パーマーケットやホームセンターにも地場産コーナーがあり、地域のものが売られてい

ます。また日本は宅配便がたいへん優れていますので、ネット販売でおいしいものを手

軽にスピーディーに新鮮な状態で「お取り寄せ」することも可能です。「デパ地下」には

こだわりの食品がいっぱいあります。生産者情報についても、最近はSNSがあるので生

産者と簡単につながれる、購入者どうしのコミュニティ形成もできるなど、とても恵ま

れた状況です。
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私も有機農産生協に入っていると申し上げましたが、実は個配組で、ドアの前まで運

んでくれる便利さを享受している方で、あまり真面目に活動には参加していません。本

当に自分を振り返ってみても、「恵まれているな」「ちょっと甘えているな」と思ったり

もしています。

こうした事業に加えて、最近はいろんな「ビジネス」といいますか、「もっと農産物の

背景を知ろうよ」という活動も出てきています。

『食べる通信』を皆さんご存じでしょうか。１人の生産者、あるいは１つのグループ

の生産者の背景を書いた情報誌（ジャーナル）です。そして特筆すべきは、その人が作っ

た食品そのものが情報誌と一緒に届くという点です。たとえば、とてもおいしいトマト

があるとします。タブロイド判のジャーナルでは、「このトマトをつくった人はこうい

う農業をしていて、こんな思いを持っている。でも、トマト業界にはこんな問題もある

んですよ」とか、「この食品の生産・流通の過程にはこんな仕組みがあるんですよ」といっ

たように、１冊丸々使ってその食品に関する情報が載っている。そして、それと一緒に

食品（生鮮）が届く。頭で情報を得つつ、食べ物のおいしさも堪能できる。食品の背景

を知ることで、さらにおいしくなるという仕組みです。あるいは、「こうしたら直売所が

簡単にできますよ」「うまく行きますよ」と、直売所を立ち上げるための情報提供や生産

者の紹介をする事業もできています。

「生産者の顔がわかる」ことを担保するいろんな仕組みができてきました。これらは、

分断されていた都市と農村をつなぐ活動としては、非常に素晴らしいものだと思います。

確かに、そういうものがあれば、私たちはより生産者の背景などを知って食べることが

できますし、そういう機会を提供してくれるという意味で、とても重要なことだと思っ

ています。ただ、「顔が見えれば、それでいいのか」という疑問も、ちょっとあるような

気がしています。直売所でも、最近はスーパーなどでも、売場に写真が掲げてあったり、

商品に名前が書いてあったりするので、生産者が誰かは確かにわかります。記載されて

いる情報をもとに、インターネットでフェイスブックやホームページを通してつながる

ことも可能でしょうし、その気になれば生産者のもとを訪ねることもできるかもしれな

い。しかし、それで十分なのだろうか。

この会場にスローフード協会の方がいらしたら大変申し訳ないですが、先日、神戸で、

日本スローフード協会のシンポジウムが大々的にありました。私は他に予定があって行

けなかったのですが、学生が「就活のついでに」そのシンポジウムに行ってきましたと

言って、話をしてくれました。いくつかある分科会のなかの、「顔が見えれば、それでい

いのか」という分科会に参加してきたというので、「どうだった？」と聞いたら、「うー
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ん。なんかSNS使いましょうみたいな感じだった」と。彼の理解力が足りなかったのか

もしれず、実際はもっと深いことを議論していたのかもしれない。しかし「顔が見える

だけじゃなくて、もっとSNSでつながってコミュニティをつくろう」みたいな印象を受

けたことが、本人も期待はずれというか、「自分としてはちょっと残念だったです」と言っ

ていました。

いろいろご紹介しましたが、かつて、提携運動が始まった頃、例えば生活クラブ生協

のような取り組みは大変先駆的でしたし、先ほどの『食べる通信』も重要な提案という

か、素晴らしいアイデアだと思うのですが、いずれも都会の真ん中の消費者と、地方の

生産者という関係で、地理的には点と点のつながりです。生産の現場を理解することそ

れ自体はとても重要なことで、その点を否定するつもりはまったくないのですが、今、

地域という「面」でのつながりはどうなのかという点が、やはりひっかかる。

そこで、もう一回振り返ってみたいのが先にご紹介した、アメリカの消費者がローカ

ルフードに抱いている意識、「どういうものをローカルフードと意識しているか」の４つ

目のポイント、「社会的・経済的関係を通じて特定の場所に根付いていること」です。相

互交流や信頼があって、それによって、社会的関係と経済的関係が特定の地域に根付い

ている。つまり、「社会的埋め込み」（social embeddedness）がなされているかというこ

とです。先ほど岩佐先生からのお話にもあったように、農業あるいは食を取り巻く状況

を考える時には、もう一度、生産者と消費者の関係性をしっかりと地域経済の中に組み

込んでいくことが必要なのではないかと思います。

今日のシンポジウムのテーマでもある「ローカライゼーション」についてですが、そ

こに「リ」（re）と付けてみたい。なぜなら、おそらく昔は、地域性というものと私たち

の食とか農業というのは密接につながっていた、それをもう一回取り戻すという意味で

「リローカライゼーション」（relocalization）と称したいと思うのです。また、経済の地

域社会への埋め込みということを“もう一度”しなくてはいけない、「リエンベッディン

グ」（reembedding）ということをもう一度考えなくてはいけない時期に、私たちは来て

いるのではないか。今回のシンポジウムのお話をいただいた時に、まさに私もそういう

思いを抱いていましたので、「一緒にいろいろお話させていただけたら」と思って、今日

こちらに来させていただきました。
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愛媛でのリエンベッディングの取り組み：
「あいたいようファーマーズマーケット」

最後に、ちょっと宣伝をさせてください。みなさんのお手元にチラシを配っていただ

いていると思いますが（写真７）、いま愛媛大学の学生たちと一緒に、ファーマーズマー

ケットを運営しています。高知は街路市やオーガニックマーケットなど、市がとても盛

んですが、最近愛媛にもオーガニックマー

ケットができましたし、「花園マルシェ」と

いう商店街を中心としたものや、15年ほど

続いている「きまぐれ土曜市」など、対面

販売の場所が増えてきました。そのなか

で、私たちのマーケットは、JAの直売所に

出荷している農家と一緒にやっているとい

うところが他とはちょっと違うところ、特

徴です。

JA（農協）は、もともとは組合員農家の

生産物を集荷して、集めたものを一括して

共選という仕組みで選果し、市場に出荷す

るほか、生協やスーパーに配送してきました。ある意味ではローカルフード・ハブのよ

うな役目をしていたのではないかと思います。1980年代になると、JAも直売所を展開

し始め、なかには年商40億円を超える店舗も現れています。ただ、農家は出荷するだけ

で、店頭で販売しているのはJAの職員や雇われている人で、買物客はスーパーマーケッ

トのようにレジに並び、計算された金額を払い、レジ袋に入れて持って帰る。ですので、

直売所とはいうものの、出荷する農家の側にとっては、「持って行けば売ってくれる」と

いう思いが強く、「直売の意味」や「自分たち生産者が地域にとってどうあるべきか」と

いった意識はあまりないのではないか。特に私たちが一緒にやっているJAの直売所は

街中に店舗があり、とても儲かる直売所ですから、農家さんの関心の中心も売上にある

ようです。

そこで、「私たち消費者も、生産者のみなさんと同じ『松山』というエリアで生活して

いるのだから、一緒に交流の場を作りませんか」とご提案させていただきました。「いや、

オレは別に自分で売らなくていいから」というような人にも、「いやいや、僕たち、いろ

いろお手伝いしますんで、ぜひ一緒にやりましょうよ」と学生が農家さんにお声がけし
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てやっています。なかには渋々、「じゃあ、学生さんが言うんだったら、やってみるか」

という感じで付き合ってくださっている方もいらっしゃるとは思いますが、何とか７回

目まで開催することができました。

今月（2017年11月）26日に、その第７回が開催されます。チラシの裏面を見ていただ

くと、今回は餅つきをします。これも学生が企画し、出店農家さんから餅米を購入させ

てもらって、熱源を借りて、自分たちで蒸かして、会場でペッタンペッタン搗くような

イベントです。もし、この時期に愛媛にいらっしゃる機会がありましたら、午前中しか

やってないですが、ぜひのぞいてみてください。

ちなみに、この写真８は、そのマーケットの集合写真です。毎回最後に集合写真を撮っ

ていますが、前回から高校生も参加するようになりました。私のゼミ生は、全員（３学

年）合わせても15名ですが、愛媛大の他のゼミや他学部の学生さんも手伝ってくれて、

総勢40名ぐらいの学生が運営に関わっています。

要するに「リエンベッディング」「リローカライゼーション」のようなことを、私自身

もちょっとやってみたいな。JAや農家さんたちと一緒に、「小さな変化かもしれないけ

ど、起こしてみたいな」という気持ちで、こういう取り組みをしています。目に見える

効果が出ているわけではありませんが、それでも最近、農協さんの態度がちょっと変わっ

てきました。最初は、「なんで、そんなことせないかんのや」という感じでしたが、最近

は、「これをうちのPR戦略にしよう」という雰囲気もひしひしと感じていますし、「いや、
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俺は最初から大賛成だったんだけど」みたいなふうに言われる方もでてきて、少し景色

が変わってきたかな、という気がします。

まさに「土といのち」は、「ローカライゼーション」「エンベッディング」を実践され

ていらっしゃるわけで、おそらく今日、後ほどお話しいただく皆さんも、そのような実

践をご紹介いただけるのではないかと楽しみにしています。私たちの地域に、日々の暮

らしや営みに裏打ちされた経済をもう一度、埋め込み直す、というようなことを、ぜひ

私たちもやっていけたらと思っています。

ご清聴、ありがとうございました（拍手）。

○岩佐 佐藤先生、どうもありがとうございました。

佐藤先生からは、「日本とアメリカのローカルフードをめぐる展開と今後の方向性」と

いうテーマで、アメリカにおける最近の状況について、かなり詳細なご報告をいただき

ました。特にアメリカでは「フードコンシャス」、食に非常に関心があるという人たちが

増えてきている中で、ローカルフードが注目を浴びていること、その中で「ローカルフー

ド・ハブ」のような存在が多く誕生しているというお話がありました。そのような中で、

単に地元産というだけでいいのか、顔の見える関係だけでいいのかという問題意識から、

最後に「リローカライゼーション」「リエンベッディング」という形で、社会的・経済的

関係の埋め込み、地域への根付きという視点がこれからは必要ではないかという課題提

起をしていただきました。

この後のディスカッションで、踏み込んだ内容についてはそこでご質問いただくとい

うことにしますので、とりあえずは用語など技術的な点でご質問がありましたら、ここ

で受け付けたいと思うのですが、いかがでしょうか。

○会場参加者（１） データの中で、例えば、「アメリカの学校でこれだけ広がった」と

いうことを教えていただきましたが、例えば、アメリカで学校はどのくらいあって、そ

の中でどのくらい拡がったというデータがあったら、教えていただきたいと思います。

○佐藤 母数は今ちょっと手元にデータがないのですが、正直言うと、そのデータを引っ

ぱってきた元の農務省にも、母数が掲載されていないです。

○岩佐 じゃあ、他にいかがでしょうか。

○会場参加者（２） 「リローカライゼーション」と「リエンベッディング」がキーワー
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ドだと思いますが、もうちょっとわかりやすく日本語でかみ砕いて説明してもらえない

でしょうか。何を取り戻すのか。日本語で翻訳すると、どういう言葉になるんでしょう

か。

○佐藤 「ローカライゼーション」は、日本語でいうと地域化です。「エンベッディング」

は、埋め込みです。地域社会に経済を埋め込んでいくということです。例えば、昔の話

をしてしまうのですけれども、かつては地域の人たちが食べるものを、その地域の生産

者がつくる。その延長で、例えば、自分たちの生活に必要なものを、「こういうものが必

要だから、じゃあ、こういう事業をおこそう」というような形で、地域の生活が成り立っ

ていたのではないでしょうか。つまり、生活と経済活動とが組み込まれて、織りものの

ようになっていた。「こういうものが必要」「こういうことをやりたい」「じゃあ、こうい

うものをつくろう」という具合に関連し合い、それが経済として地域内を回っていたの

だと思います。ところが今の経済は、もちろんそういう部分はゼロではないですが、極

端な話をすると、「リーマン・ショック」のように、自分たちが関わり知らないところで

膨大なお金が、経済が動いていて、その余波を無関係な自分たちも被ってしまう。経済

が、地域で暮らす私たちの普段の生活からかなり乖離して、地域から浮き上がったとこ

ろで回っています。それを、自分たちの生活、暮らし、地域の中に埋め込み直そうとい

うのが、「リエンベッディング」です。

「ローカライゼーション」は、エンベッディングみたいなことが、たぶんローカライ

ゼーションだと思うんですが、今日のタイトルも「ローカライゼーション」となってい

ますが、やはり地域性というものを取り戻していこうというのが、ローカライゼーショ

ンということになります。

○会場参加者（２） 「リローカライゼーション」と「リエンベッディング」とは、ど

う違うんでしょうか。

○佐藤 大枠では同じだと思います。

○会場参加者（２） 同じことを２つ、違う言い方で言っているだけのことでしょうか。

○佐藤 まったくイコールではないかもしれませんけど、言っている内容は一緒じゃな

いかと思います。そのあたりを、後半のディスカッションのところで議論できればと思

います。
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○岩佐 よろしいでしょうか。また、この後のディスカッションで取り上げたいと思い

ます。グローバリゼーションが進む中で、ローカルが注目されているという意味が１つ

あるのと、もう１つは、単なる地産地消ということだけではなくて、おそらくそういう

活動に社会的公正性などを埋め込んでいこうという意味合いが、リエンベッディングに

は含まれていると私自身は思いました。その点は、後で詳しく議論できればと思います。

さとう りょうこ（愛媛大学法文学部准教授）
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